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来・林  2000、佐々木  2006 など）。「大学収容力」は、＜大学所在地の大学入学者数／大学所在
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を射程に入れた分析には、「平成 18 年度佐賀大学入学者の進路選択に関するアンケート（修学支  
 
表 1：入学者調査データの概要 
 性  別  現役・浪人  
 女  子  男  子  現  役  浪  人  その他  
文化教育学部  147 (34) 76 (11) 188 (20) 33 (21) 2 (10) 
経済学部  101 (23) 137 (20) 201 (21) 32 (20) 5 (25) 
医学部  75 (17) 49  (7) 89 (10) 29 (18) 6 (30) 
理工学部  47 (11) 355 (52) 350 (37) 47 (30) 5 (25) 
農学部  69 (16) 62  (9) 111 (12) 18 (11) 2 (10) 
合  計  439(101) 679 (99) 939(100) 159(100) 20(100) 
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(  )は％。 
援調査）」（以下、「入学者調査」と略記）から得られたデータを用いる。この調査は、平成 18 年度の
佐賀大学入学予定者を対象として入学手続きに合わせて実施され、回収数は 1,118、回収率は
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かに、北海道や九州・沖縄の場合、一つの地域文化圏として意識されやすい地理的条件が備わっ 
表 2：都道府県別にみた 18 歳人口と大学教育機会 
 女 子 男 子 
















北海道 29,125 26 72 110 30,659 42 72 100
青 森 8,204 26 35 167 8,572 36 32 158
岩 手 7,656 27 27 197 8,092 34 22 197
宮 城 13,019 34 62 87 13,497 44 53 86
秋 田 6,206 28 22 252 6,425 37 23 181
山 形 6,804 31 21 190 7,131 40 17 187
福 島 12,551 28 17 295 12,853 39 22 195
茨 城 16,736 36 23 199 17,483 49 18 188
栃 木 11,360 38 20 222 11,939 51 21 195
群 馬 10,509 35 29 150 11,236 48 22 163
埼 玉 32,842 35 34 80 35,542 54 34 97
千 葉 28,868 36 30 107 30,308 55 37 90
東 京 51,772 62 63 56 52,563 72 59 51
神奈川 37,647 40 41 79 40,189 56 46 71
新 潟 13,247 31 32 194 13,872 46 31 198
富 山 5,408 37 19 222 5,626 49 18 183
石 川 6,022 34 31 125 6,270 52 36 79
福 井 4,543 36 27 251 4,786 52 24 180
山 梨 4,914 39 30 100 5,178 60 24 120
長 野 11,357 32 14 345 11,962 47 17 253
岐 阜 11,435 34 19 218 11,931 49 16 217
静 岡 20,394 37 28 226 21,718 50 23 226
愛 知 35,905 40 77 83 37,870 55 66 90
三 重 9,792 35 20 277 10,676 48 18 251
滋 賀 7,649 34 20 97 8,006 49 20 71
京 都 12,430 51 57 40 12,829 66 40 50
大 阪 40,866 39 48 91 42,807 57 57 78
兵 庫 28,694 42 56 87 29,652 53 37 126
奈 良 7,483 41 15 114 8,262 56 14 161
和歌山 5,860 35 10 387 6,289 47 10 255
鳥 取 3,491 33 12 230 3,578 41 16 157
島 根 4,203 31 16 220 4,451 41 14 213
岡 山 10,441 39 48 100 10,956 49 28 127
広 島 14,746 42 53 116 15,485 56 46 117
山 口 7,687 30 22 146 8,207 40 18 145
徳 島 4,222 40 40 129 4,386 46 26 134
香 川 5,193 40 18 235 5,643 50 15 209
愛 媛 8,067 37 38 179 8,411 47 28 190
高 知 4,138 32 19 170 4,222 40 16 168
福 岡 26,264 36 65 93 27,278 49 61 86
佐 賀 5,283 30 16 232 5,557 41 11 223
長 崎 9,126 29 45 125 9,446 38 25 184
熊 本 10,776 30 54 115 11,139 38 44 114
大 分 6,471 28 25 135 6,943 40 20 139
宮 崎 6,927 27 28 180 7,220 39 20 204
鹿児島 10,953 23 40 167 11,586 37 37 166
沖 縄 9,293 29 59 139 9,898 35 58 137
注1：18歳人口は3年前の中学校卒業者数。 
注2：破線は地域ブロックの境界線。上から順に、北海道、東北、関東、中部、東海、近畿、中国、四国、九州、沖
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縄。 
表 3：大学教育機会の指標間の関連（ピアソンの相関係数） 

















18 歳人口 1.000 1.000   
大学進学率 .494 1.000 .556 1.000  
自県大学入学率 .598 .305 1.000 .702 .279 1.000 
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北海道 東　北 関　東 中　部 東　海
近　畿 中　国 四　国 九州・沖縄   
















































北海道 東　北 関　東 中　部 東　海
近　畿 中　国 四　国 九州・沖縄  
女 子                   男 子 
図 1：都道府県別にみた大学進学の地域間移動パターン 
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北海道 30 8 75 81 
青 森 43 10 37 117 
岩 手 50 10 32 135 
宮 城 24 7 29 65 
秋 田 50 11 33 142 
山 形 70 11 37 83 
福 島 27 7 24 173 
茨 城 56 6 48 52 
栃 木 21 9 17 190 
群 馬 22 8 34 136 
埼 玉 5 3 24 112 
千 葉 10 3 31 65 
東 京 8 5 57 46 
神奈川 4 3 17 104 
新 潟 50 9 53 88 
富 山 81 16 35 92 
石 川 32 13 28 89 
福 井 45 15 31 153 
山 梨 19 8 38 96 
長 野 65 9 33 97 
岐 阜 30 9 26 163 
静 岡 27 7 29 139 
愛 知 11 9 39 151 
三 重 43 8 33 122 
滋 賀 12 6 25 102 
京 都 12 8 29 50 
大 阪 10 5 29 96 
兵 庫 11 8 18 153 
奈 良 15 9 6 177 
和歌山 58 8 32 105 
鳥 取 84 13 25 78 
島 根 83 14 28 104 
岡 山 30 13 29 110 
広 島 20 10 23 117 
山 口 54 9 33 72 
徳 島 52 13 41 79 
香 川 57 12 26 101 
愛 媛 52 14 39 114 
高 知 63 8 36 57 
福 岡 17 10 39 118 
佐 賀 83 13 28 97 
長 崎 42 13 30 139 
熊 本 28 8 35 103 
大 分 35 11 29 125 
宮 崎 44 12 25 164 
鹿児島 56 11 45 112 
沖 縄 37 8 70 91 
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国大占有率 1.000 －.647 －.539 －.577 .693
国大進学率 .679 1.000 －.676 －.347 －.321 .386
自県国大入学率 .137 －.043 1.000 .173 －.142 .464 －.088










典型とまでは言えないが、先の表 2 および表 4 から、山形、富山、鳥取、島根によく似た布置状況


























































山口県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県























































山口県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県
大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 その他・海外  
男 子 
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図 2：佐賀大学入学者の性別・学部別にみた出身都道府県（平成 18 年度） 
表 6： 出身県別にみた入学志望順位と進路選択時期（センター試験の前後） 
福岡県  佐賀県  長崎県  熊本・大分・宮崎・鹿児島県 その他・海外 
 前 後 前 後 前 後 前 後 前 後 












































































  31 
(100) 
  30 
(100) 
 γ係数  .71 .84 .63    .68    .58 
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福岡県  佐賀県  長崎県  熊本・大分・宮崎・鹿児島県 その他・海外 
 
度数 (％) 度数 (％) 度数 (％) 度数 (％) 度数 (％) 
認あ知→選あ択 18 (5) 16 (5) 2 (2) 2 (1) 4 (4) 
認あ知→非選択 70 (18) 63 (20) 15 (12) 30 (16) 17 (17) 
非認知→非選択 297 (77) 233 (75) 110 (87) 154 (83) 77 (79) 
合 計 385 (100) 312 (100) 127 (101) 186 (100) 98 (100) 
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た、旧厚生省人口問題研究所が実施した第 3 回人口移動調査のデータを分析した山口（2002, 
37 頁）では、1956-1960 年生まれのコーホート以降、出身地進学率が上昇傾向にあることが報告
されている。 
2) 大学進学率を算出する場合、分母となる 18 歳人口に 3 年前の中学校卒業者数を用いるのが
通例である。ただし、これを都道府県別に算出すると、中学校卒業後の県外への転出、県外から
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の転入による人口の変動が捨象される。3 年前の中学校卒業者数を用いた都道府県別の 18 歳
人口は、あくまで近似値である点に留意されたい。 
3) 2006 年度の学校基本調査報告書を参照すると、福岡への進学移動は大分が約 24％、宮崎が












一例として、地元紙である佐賀新聞は、佐賀大学の自県出身者が少ない原因を平成 16 年 5 月
14 日の 27 面に取り上げ、「学部構成など課題」と報じている。 
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